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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　転写材上に３色のトナーの重ね合わせで形成された未定着トナー像を形成する工程と、
前記転写材上の前記未定着トナー像に接触し、前記未定着トナー像に熱を与える定着器に
よって、前記未定着トナー像を前記転写材上に定着する定着工程とを有する画像形成方法
であって、
　前記未定着画像を形成する各色トナーは、結着樹脂、着色剤及びワックスを含有するト
ナー粒子と、無機微粉体とを有し、
　前記トナー粒子は、前記結着樹脂１００．０質量部に対し、前記ワックスを３．０質量
部以上で含有し、
　３色のトナーの重ね合わせで形成されたトナー像の載り量が０．８ｍｇ／ｃｍ2以上で
ある場合において、前記未定着トナー像を形成する３色のトナーのうち、最も定着器側に
位置するトナーは、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）で測定される該トナーに対するワックス
相溶量が２．０質量％未満であり、最も転写材側に位置するトナーは、該トナーに対する
ワックス相溶量が２．０質量％以上であることを特徴とする画像形成方法。
【請求項２】
　前記転写材上に３色のトナーを重ねた時に、最も定着器側のトナーは、炭化水素ワック
スを含有する請求項１に記載の画像形成方法。
【請求項３】
　前記転写材上に３色のトナーを重ねた時に、最も転写材側のトナーは、エステルワック
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スを含有する請求項１または２に記載の画像形成方法。
【請求項４】
　前記転写材上に３色のトナーを重ねた時に、最も転写材側のトナーは、単官能のエステ
ルワックスを含有する請求項１乃至３のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【請求項５】
　前記３色のトナーが、イエロートナー、マゼンタトナーおよびシアントナーである、請
求項１乃至４のいずれか１項に記載の画像形成方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電子写真法の如き画像形成方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真法においては光導電性物質を利用し、種々の手段により感光体上に静電
荷像を形成し、次いで静電荷像を、トナーを用いて現像し、紙の如き転写材にトナー画像
を転写した後、加熱、加圧、加熱加圧或いは溶剤蒸気により定着し、画像を得る。
【０００３】
　通常、画像形成に用いられるトナーには、定着性の向上を図るための添加剤として、離
型剤が含有されている。そして、定着性を向上させるために、色によってワックス種を変
更したトナー、具体的にはブラックトナーに炭化水素ワックス、その他のカラートナーに
エステルワックスを用いた画像形成方法が提案されている（特許文献１及び２参照）。
【０００４】
　だが、本発明者らの検討によると、高速プリントにおいて、転写材上に複数色のトナー
層を形成した時の離型性と低温定着性を満足するためには、まだ改良の余地を有すること
が分かった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平１０－９７０９８号公報
【特許文献２】特開２０００－１０３７７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明の目的は、転写材上に複数色のトナー層を形成した時に、離型性と低温定着性に
優れる画像形成方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、転写材上に３色のトナーの重ね合わせで形成された未定着トナー像を形成す
る工程と、前記転写材上の前記未定着トナー像に接触し、前記未定着トナー像に熱を与え
る定着器によって、前記未定着トナー像を前記転写材上に定着する定着工程とを有する画
像形成方法であって、
　前記未定着画像を形成する各色トナーは、結着樹脂、着色剤及びワックスを含有するト
ナー粒子と、無機微粉体とを有し、
　前記トナー粒子は、前記結着樹脂１００．０質量部に対し、前記ワックスを３．０質量
部以上で含有し、
　３色のトナーの重ね合わせで形成されたトナー像の載り量が０．８ｍｇ／ｃｍ2以上で
ある場合において、前記未定着トナー像を形成する３色のトナーのうち、最も定着器側に
位置するトナーは、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）で測定される該トナーに対するワックス
相溶量が２．０質量％未満であり、最も転写材側に位置するトナーは、該トナーに対する
ワックス相溶量が２．０質量％以上であることを特徴とする画像形成方法に関する。
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【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、転写材上に複数色のトナー層を形成した時に、離型性と低温定着性に
優れる画像形成方法を得ることができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　本発明者らは、上記課題を改善できる画像形成方法について鋭意検討を行った。特に、
トナーに含有されるワックスについて検討を重ねた。その結果、転写材上の未定着トナー
像を加熱加圧定着する定着工程においてワックスの相溶量を制御することにより、上記効
果が極めて有効に発現することを見出し、本発明に至った。
【００１０】
　本発明では、転写材上に３色のトナーを重ねた時に、最も定着器側に位置するトナーは
、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）において、トナーに対するワックス相溶量が２．０質量％
未満であることが必要である。本発明において、転写材上に３色のトナーを重ねた時とは
、転写材上のトナーの載り量が０．８ｍｇ／ｃｍ2以上である場合に限定する。
【００１１】
　定着器側のトナーのワックス相溶量が２．０質量％以上である場合、トナー中には結着
樹脂に相溶しやすいワックスが多く存在することを意味する。相溶ワックスが多く存在す
ると、定着時に結着樹脂を可塑し、必要以上に樹脂が軟化する。その結果、軟化し過ぎた
樹脂が多く存在すると、ワックスの離型効果だけでは防げないほど樹脂が定着器に付着す
るため、オフセットが発生する。
【００１２】
　一方、転写材上に３色のトナーを重ねた時に、最も転写材側に位置するトナーは、ワッ
クス相溶量が２．０質量％以上であることが必要である。３色のトナーを重ねて定着する
場合、転写材側のトナーには少ない熱量しか与えられないために、トナーが溶け難くなり
ブリスターが発生する。この現象を防ぐためには、トナーの結着樹脂を可塑する相溶ワッ
クスが多く含まれていることが必要になる。
【００１３】
　本発明のトナーに使用可能なワックスとしては、以下のものが挙げられる。パラフィン
ワックス、マイクロクリスタリンワックス、ペトロラタムの如き石油系ワックス及びその
誘導体、モンタンワックス及びその誘導体、フィッシャートロプシュ法による炭化水素ワ
ックス及びその誘導体、ポリエチレン、ポリプロピレンの如きポリオレフィンワックス及
びその誘導体、カルナバワックス、キャンデリラワックスの如き天然ワックス及びその誘
導体、エステルワックス、ケトン、硬化ヒマシ油及びその誘導体、植物系ワックス、動物
性ワックス、シリコ－ンワックス。これらワックスは単独で、または２種以上を併せて用
いられる。
【００１４】
　これらの中で本発明においては、転写材上に３色以上のトナーを重ねた時に、定着器側
のトナーは炭化水素ワックスを含有することが好ましく、転写材側のトナーはエステルワ
ックスを含有することが好ましい。特に、エステルワックスを用いた場合には、エステル
ワックスが単官能であると、懸濁法により作製されたトナーにおいて、ワックスがトナー
表層に存在し難く、内包化されるため、現像スジ等が良化する。
【００１５】
　本発明に用いられるワックスの含有量は、トナー粒子の結着樹脂１００．０質量部に対
して３．０質量部以上、好ましくは３．０質量部以上２０．０質量部以下であり、より好
ましくは５．０質量部以上１５．０質量部以下である。
【００１６】
　次にトナーの製造方法について説明する。
【００１７】
　本発明に用いられるトナー粒子は、どのような手法を用いて製造されても構わないが、
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懸濁重合法、乳化重合法、懸濁造粒法の如き、水系媒体中で造粒する製造法によって製造
されることが好ましい。一般的な粉砕法により製造されるトナー粒子の場合、ワックス成
分を多量にトナー粒子に添加することは、技術的難易度が非常に高い。水系媒体中でトナ
ー粒子を造粒する製造法は、ワックス成分を多量にトナー粒子に添加しても、トナー粒子
表面にワックス成分を存在させず、内包化することができる。その結果、長期にわたって
、安定かつ高精細な画像を得ることができる。これら製造法の中でも懸濁重合法はワック
ス成分をトナー粒子中へ内包化し、カプセル構造となるため最適であり、現像スジ等の耐
久性や保存性を飛躍的に向上させるのに適している。
【００１８】
　以下、本発明に用いられるトナー粒子を得る上で好適な懸濁重合法を例示して、トナー
粒子の製造方法を説明する。結着樹脂、着色剤、ワックス及び必要に応じた他の添加物を
、ホモジナイザー、ボールミル、コロイドミル、超音波分散機の如き分散機に依って均一
に溶解または分散させ、これに重合開始剤を溶解し、重合性単量体組成物を調製する。次
に、前記重合性単量体組成物を分散安定剤含有の水系媒体中に懸濁して重合を行うことに
よって、トナー粒子は製造される。なお、前記重合開始剤は、重合性単量体組成物中に他
の添加剤を添加する時に同時に加えても良いし、水系媒体中に懸濁する直前に混合しても
良い。また、造粒直後、重合反応を開始する前に重合性単量体あるいは溶媒に溶解した重
合開始剤を加えることもできる。
【００１９】
　本発明のトナーに用いられる結着樹脂としては、スチレン系樹脂及びアクリル系樹脂か
らなるビニル系共重合体や、ポリエステル樹脂等を使用することが可能であるが、分岐構
造の再現性と現像性に特に優位なビニル系共重合体を用いた場合、現像安定性が更に高ま
るため好ましい。
【００２０】
　ビニル系樹脂の中でも、スチレン系樹脂をベースにしたアクリル系樹脂やアクリル酸系
樹脂との共重合体が、本発明の分岐構造を精密に制御し易いため好ましい。
【００２１】
　結着樹脂を生成するための重合性単量体としては、以下のものが挙げられる。
【００２２】
　スチレン；ｏ－（ｍ－，ｐ－）メチルスチレン、ｍ－（ｐ－）エチルスチレンの如きス
チレン系単量体；アクリル酸メチル、メタクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリ
ル酸エチル、アクリル酸プロピル、メタクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、メタクリ
ル酸ブチル、アクリル酸オクチル、メタクリル酸オクチル、アクリル酸ドデシル、メタク
リル酸ドデシル、アクリル酸ステアリル、メタクリル酸ステアリル、アクリル酸ベヘニル
、メタクリル酸ベヘニル、アクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸２－エチルヘキ
シル、アクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、アクリル
酸ジエチルアミノエチル、メタクリル酸ジエチルアミノエチルの如きアクリル酸エステル
系単量体或いはメタクリル酸エステル系単量体。
【００２３】
　本発明のトナーの製造時には、結着樹脂成分の分子量及び分岐度を制御する手段として
、結着樹脂の合成時に架橋剤を用いても良い。
【００２４】
　本発明に用いられる架橋剤としては、２官能の架橋剤として、以下のものが挙げられる
。
【００２５】
　ジビニルベンゼン、ビス（４－アクリロキシポリエトキシフェニル）プロパン、エチレ
ングリコールジアクリレート、１，３－ブチレングリコールジアクリレート、１，４－ブ
タンジオールジアクリレート、１，５－ペンタンジオールジアクリレート、１，６－ヘキ
サンジオールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、ジエチレングリ
コールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコ
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ールジアクリレート、ポリエチレングリコール＃２００、＃４００、＃６００の各ジアク
リレート、ジプロピレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリ
レート、ポリエステル型ジアクリレート（ＭＡＮＤＡ日本化薬）、及び上記のジアクリレ
ートをジメタクリレートに代えたもの。
【００２６】
　多官能の架橋剤としては、以下のものが挙げられる。
【００２７】
　ペンタエリスリトールトリアクリレート、トリメチロールエタントリアクリレート、ト
リメチロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、
オリゴエステルアクリレート及びそのメタクリレート、２，２－ビス（４－メタクリロキ
シポリエトキシフェニル）プロパン、ジアリルフタレート、トリアリルシアヌレート、ト
リアリルイソシアヌレート及びトリアリルトリメリテート。
【００２８】
　これらの架橋剤の添加量は、前記重合性単量体１００．００質量部に対して、好ましく
は０．０１質量部以上１０．００質量部以下、より好ましくは０．１０質量部以上５．０
０質量部以下である。
【００２９】
　本発明のトナーに用いられる重合開始剤としては、以下のものが挙げられる。
【００３０】
　２，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－アゾビスイソ
ブチロニトリル、１，１’－アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２
’－アゾビス－４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル、アゾビスイソブチロニ
トリル如きのアゾ系またはジアゾ系重合開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチル
パーオキシ２－エチルヘキサノエート、ｔ－ブチルパーオキシピバレート、ｔ－ブチルパ
ーオキシイソブチレート、ｔ－ブチルパーオキシネオデカノエート、メチルエチルケトン
パーオキサイド、ジイソプロピルパーオキシカーボネート、クメンヒドロパーオキサイド
、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド如きの過酸化
物系重合開始剤。
【００３１】
　本発明のトナーにおいては、結着樹脂を構成する重合性単量体の重合度を制御する為に
、公知の連鎖移動剤、重合禁止剤等を更に添加し用いることも可能である。
【００３２】
　本発明のトナーにおいて、上述の結着樹脂と共にポリエステル樹脂等の極性樹脂を用い
ることができる。特に懸濁重合法によりトナー粒子を製造する場合に、重合性単量体組成
物中に極性樹脂を添加すると、極性樹脂によってトナー粒子の表面に薄層を形成させるこ
とができる。即ち、極性樹脂を添加することは、コアシェル構造のシェル部を強化するこ
とができる。
【００３３】
　極性樹脂の添加量は、結着樹脂１００質量部に対し、１質量部以上３０質量部以下であ
ることが好ましく、より好ましくは２質量部以上２０質量部以下である。
【００３４】
　本発明のトナーにおいては、必要に応じて荷電制御剤を添加ことも可能である。荷電制
御剤を配合することにより、荷電特性を安定化、現像システムに応じた最適の摩擦帯電量
のコントロールが可能となる。
【００３５】
　荷電制御剤としては、公知のものが利用でき、特に帯電スピードが速く、かつ、一定の
帯電量を安定して維持できる荷電制御剤が好ましい。さらに、トナー粒子を直接重合法に
より製造する場合には、重合阻害性が低く、水系媒体への可溶化物が実質的にない荷電制
御剤が特に好ましい。
【００３６】
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　荷電制御剤として、トナーを負荷電性に制御するものとしては、以下のものが挙げられ
る。
【００３７】
　モノアゾ金属化合物、アセチルアセトン金属化合物、芳香族オキシカルボン酸、芳香族
ダイカルボン酸、オキシカルボン酸及びダイカルボン酸系の金属化合物。芳香族オキシカ
ルボン酸、芳香族モノ及びポリカルボン酸及びその金属塩、無水物、エステル類、ビスフ
ェノールの如きフェノール誘導体類。尿素誘導体、含金属サリチル酸系化合物、含金属ナ
フトエ酸系化合物、ホウ素化合物、４級アンモニウム塩、カリックスアレーン、樹脂系帯
電制御剤。
【００３８】
　また、トナーを正荷電性に制御する荷電制御剤としては、以下のものが挙げられる。
【００３９】
　ニグロシン及び脂肪酸金属塩の如きによるニグロシン変性物；グアニジン化合物；イミ
ダゾール化合物；トリブチルベンジルアンモニウム－１－ヒドロキシ－４－ナフトスルフ
ォン酸塩、テトラブチルアンモニウムテトラフルオロボレートの如き４級アンモニウム塩
、及びこれらの類似体であるホスホニウム塩の如きオニウム塩及びこれらのレーキ顔料；
トリフェニルメタン染料及びこれらのレーキ顔料（レーキ化剤としては、りんタングステ
ン酸、りんモリブデン酸、りんタングステンモリブデン酸、タンニン酸、ラウリン酸、没
食子酸、フェリシアン化物、フェロシアン化物など）；高級脂肪酸の金属塩；樹脂系荷電
制御剤。
【００４０】
　本発明のトナーは、これら荷電制御剤を単独で或いは２種類以上組み合わせて含有して
も良い。
【００４１】
　荷電制御剤の配合量は、結着樹脂１００．０質量部に対して０．１質量部以上２０．０
質量部以下であることが好ましく、より好ましくは０．５質量部以上１０．０質量部以下
である。しかしながら、本発明のトナーには、荷電制御剤の添加は必須ではなく、トナー
規制部材やトナー担持体との摩擦帯電を積極的に利用することでトナー中に必ずしも荷電
制御剤を含ませる必要はない。
【００４２】
　本発明のトナーは、着色力を付与するために着色剤を必須成分として含有する。本発明
のトナーに使用される着色剤として、以下の有機顔料、有機染料、無機顔料が挙げられる
。
【００４３】
　シアン系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、銅フタロシアニン化合物及び
その誘導体、アントラキノン化合物、塩基染料レーキ化合物が挙げられる。具体的には、
以下のものが挙げられる。
【００４４】
　Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー７、Ｃ．Ｉ．ピグメントブル
ー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：２、Ｃ．
Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トブルー６０、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー６６。
【００４５】
　マゼンタ系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、縮合アゾ化合物、ジケトピ
ロロピロール化合物、アントラキノン、キナクリドン化合物、塩基染料レーキ化合物、ナ
フトール化合物、ベンズイミダゾロン化合物、チオインジゴ化合物、ペリレン化合物が挙
げられる。具体的には、以下のものが挙げられる。
【００４６】
　Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド７、Ｃ．Ｉ．ピグメント
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バイオレット１９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：２
、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８：４、Ｃ．Ｉ．ピ
グメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８１：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４６、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１６６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド１６９、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１７７、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１８４、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド１８５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２０２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッ
ド２０６、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２２１、Ｃ．Ｉ
．ピグメントレッド２５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２８２。
【００４７】
　イエロー系着色剤としての有機顔料又は有機染料としては、縮合アゾ化合物、イソイン
ドリノン化合物、アントラキノン化合物、アゾ金属錯体、メチン化合物、アリルアミド化
合物が挙げられる。具体的には、以下のものが挙げられる。
【００４８】
　Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー６２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー８３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９４
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９７、Ｃ．Ｉ．ピグメ
ントイエロー１０９、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１１０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー
１１１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２７、Ｃ．
Ｉ．ピグメントイエロー１２８、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２９、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１４７、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１
５４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１６８、Ｃ．Ｉ
．ピグメントイエロー１７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７５、Ｃ．Ｉ．ピグメント
イエロー１７６、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８
１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１９１、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１９４。
【００４９】
　黒色着色剤としては、カーボンブラック、上記イエロー系着色剤／マゼンタ系着色剤／
シアン系着色剤を用い黒色に調色されたものが挙げられる。
【００５０】
　これらの着色剤は、単独または混合して用いることができる。本発明のトナーに用いら
れる着色剤は、色相角、彩度、明度、耐光性、ＯＨＰ透明性、トナー中の分散性の点から
選択される。
【００５１】
　前記着色剤は、結着樹脂１００質量部に対し、１質量部以上２０質量部以下添加して用
いられることが好ましい。
【００５２】
　本発明に用いられるトナー粒子を水系媒体中で造粒する際、水系媒体調製時に使用する
分散安定剤としては、公知の無機系及び有機系の分散安定剤を用いることができ、その中
でも無機系の難水溶性の分散安定剤が好ましく、しかも酸に可溶性である難水溶性無機分
散安定剤を用いることが好ましい。
【００５３】
　具体的には、無機系の分散安定剤の例としては、以下のものが挙げられる。
【００５４】
　リン酸三カルシウム、リン酸マグネシウム、リン酸アルミニウム、リン酸亜鉛、炭酸マ
グネシウム、炭酸カルシウム、水酸化カルシウム、水酸化マグネシウム、水酸化アルミニ
ウム、メタケイ酸カルシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、ベントナイト、シリカ、
アルミナ。また、有機系の分散剤としては、以下のものが挙げられる。ポリビニルアルコ
ール、ゼラチン、メチルセルロース、メチルヒドロキシプロピルセルロース、エチルセル
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ロース、カルボキシメチルセルロースのナトリウム塩、デンプン。
【００５５】
　また、市販のノニオン、アニオン、カチオン型の界面活性剤の利用も可能である。この
様な界面活性剤としては、以下のものが挙げられる。
【００５６】
　ドデシル硫酸ナトリウム、テトラデシル硫酸ナトリウム、ペンタデシル硫酸ナトリウム
、オクチル硫酸ナトリウム、オレイン酸ナトリウム、ラウリル酸ナトリウム、ステアリン
酸カリウム、オレイン酸カルシウム。
【００５７】
　上記のような分散安定剤が分散された水系媒体を調製する場合には、市販の分散安定剤
をそのまま用いて分散させてもよい。また、細かい均一な粒度を有する分散安定剤の粒子
を得るために、水の如き液媒体中で、高速撹拌下、分散安定剤を生成させて水系媒体を調
製してもよい。例えば、リン酸三カルシウムを分散安定剤として使用する場合、高速撹拌
下でリン酸ナトリウム水溶液と塩化カルシウム水溶液を混合してリン酸三カルシウムの微
粒子を形成することで、好ましい分散安定剤を得ることができる。
【００５８】
　本発明のトナーは、トナー粒子と、無機微粉体等の外添剤とを有するトナーであること
が好ましい。
【００５９】
　前記無機微粉体としては、シリカ微粉体、酸化チタン微粉体、アルミナ微粉体またはそ
れらの複酸化物微粉体の如き微粉体が挙げられる。前記無機微粉体の中でもシリカ微粉体
及び酸化チタン微粉体が好ましい。また、無機微粉体以外の外添剤として、各種樹脂粒子
、脂肪酸金属塩などが挙げられる。これらを単独で、あるいは複数を併用して用いること
が好ましい。
【００６０】
　前記シリカ微粉体としては、ケイ素ハロゲン化物の蒸気相酸化により生成された乾式シ
リカ又はヒュームドシリカ、及び水ガラスから製造される湿式シリカ、ゾル－ゲル法によ
り製造されるゾルゲルシリカなどが挙げられる。無機微粉体としては、表面及びシリカ微
粉体の内部にあるシラノール基が少なく、またＮａ2Ｏ、ＳＯ3

2-の少ない乾式シリカの方
が好ましい。また乾式シリカは、製造工程において、塩化アルミニウム、塩化チタン他の
如き金属ハロゲン化合物をケイ素ハロゲン化合物と共に用いることによって製造された、
シリカと他の金属酸化物の複合微粉体であっても良い。
【００６１】
　前記無機微粉体を疎水化処理することによって、トナーの帯電量の調整、環境安定性の
向上、高湿環境下での特性の向上を達成できるので、疎水化処理された無機微粉体を用い
ることが好ましい。トナーに添加された無機微粉体が吸湿してしまうと、トナーとしての
帯電量が低下し、現像性や転写性の低下が生じ易くなり、耐久性が低下する傾向にある。
【００６２】
　無機微粉体の疎水化処理剤としては、未変性のシリコーンワニス、各種変性シリコーン
ワニス、未変性のシリコーンオイル、各種変性シリコーンオイル、シラン化合物、シラン
カップリング剤、その他有機ケイ素化合物、有機チタン化合物が挙げられる。これらの処
理剤は単独で或いは併用して用いられても良い。
【００６３】
　その中でも、シリコーンオイルにより処理された無機微粉体が好ましい。より好ましく
は、無機微粉体をカップリング剤で疎水化処理すると同時或いは処理した後に、シリコー
ンオイルにより処理した疎水化処理無機微粉体が、環境特性に優れるため好ましい。
【００６４】
　以下、本発明に係るワックス相溶量の測定方法について説明する。
【００６５】
　＜ワックス相溶量測定＞
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　ワックス相溶量は、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）で測定されるトナー及びワックスの吸
熱量から求める。分析装置としては「Ｑ１０００」（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ社製
）を用い、ＡＳＴＭ　Ｄ３４１８－８２に準じて測定する。装置検出部の温度補正はイン
ジウムと亜鉛の融点を用い、熱量の補正についてはインジウムの融解熱を用いる。
【００６６】
　具体的には、トナーまたはワックス約１０ｍｇを精秤し、これをアルミニウム製のパン
の中に入れ、リファレンスとして空のアルミニウム製のパンを用い、第１昇温過程では測
定温度範囲２０℃から１４０℃の間で、昇温速度１０℃／ｍｉｎで測定を行う。その後、
１４０℃で１０分間保持した後に１４０℃から２０℃まで１０℃／ｍｉｎで冷却し、２０
℃で１０分間保持した後に、第２昇温過程では再び２０℃から１４０℃まで昇温速度１０
℃／ｍｉｎで測定を行う。吸熱量は、融解ピーク前の外挿基線からピークが立ち上がる点
と、融解ピーク終了後の外挿基線とピークが接する点とを結んだ直線と融解ピークとで囲
まれる面積より求める。またワックス相溶量は、下記式（１）より求める。
　　ワックス相溶量（質量％）＝Ａ－Ｃ×１００／Ｂ　　　式（１）
〔Ａはトナー中のワックス添加量（質量％）、ＢはワックスをＤＳＣで測定した時の第１
昇温過程での吸熱量（Ｊ／ｇ）、ＣはトナーをＤＳＣで測定した時の第２昇温過程でのワ
ックス由来の吸熱量（Ｊ／ｇ）を表す〕
【実施例】
【００６７】
　本発明を以下に示す実施例により具体的に説明する。しかし、これは本発明をなんら限
定するものではない。なお、実施例中及び比較例中の部は特に断りがない場合、全て質量
基準である。
【００６８】
　＜ポリエステル樹脂の製造例＞
・テレフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．００部
・イソフタル酸　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．００部
・ビスフェノールＡ－プロピレンオキサイド２モル付加物　　　　　　　７０．００部
・シュウ酸チタン酸カリウム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．０３部
　減圧装置、水分離装置、窒素ガス導入装置、温度測定装置、撹拌装置を備えたオートク
レープ中に、上記各成分を仕込み、窒素雰囲気下、２２０℃で１７時間反応を行い、更に
１０乃至２０ｍｍＨｇの減圧下で０．５時間反応させた。その後、１８０℃に降温し、無
水トリメリット酸を０．１０部添加して、１７５℃で２．０時間反応させ、ポリエステル
樹脂を得た。得られたポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は９，５００、ガラス
転移温度（Ｔｇ）は７３℃、酸価（Ａｖ）は８．０ｍｇＫＯＨ／ｇであった。
【００６９】
　＜イエロートナー１の製造例＞
　スチレン６０．０部に対して、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５を５．０部、荷電制
御剤（ボントロンＥ８８；オリエント化学工業社製）を１．０部用意した。これらを、ア
トライター（三井鉱山社製）に導入し、半径１．２５ｍｍのジルコニアビーズを用いて２
００ｒｐｍにて２５℃で１８０分間撹拌を行い、顔料分散組成物を調製した。
【００７０】
　一方、別容器に６０℃に加温したイオン交換水９００部、リン酸三カルシウム２．５部
を添加し、ＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて１００００ｒｐｍにて撹拌し
、水系媒体を得た。
また、下記材料をＴＫ式ホモミキサー（特殊機化工業製）を用いて、５０００ｒｐｍにて
混合・分散した。
・顔料分散組成物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６．０部
・スチレン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５．０部
・ｎ－ブチルアクリレート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５．０部
・ポリエステル樹脂　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５．０部
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　更に、６０℃に加温した後、炭化水素ワックス（ＨＮＰ－９；日本精鑞社製）８．０部
を投入し、３０分間分散・混合を行い、重合開始剤２，２’－アゾビス（２，４－ジメチ
ルバレロニトリル）１０．０部を溶解し、重合性単量体組成物を調製した。
【００７２】
　上記水系媒体中に上記重合性単量体組成物を投入し、温度６０℃、窒素雰囲気下におい
て、ＴＫ式ホモミキサーにて１００００ｒｐｍで１０分間撹拌し、重合性単量体組成物を
造粒した後、パドル撹拌翼で撹拌しつつ温度７０℃に昇温した。５時間反応させた後、更
に８５℃に昇温し、２時間反応させた。冷却後、塩酸を加えｐＨを１．４にし、２時間撹
拌した。トナー粒子を濾別し、水洗を行った後、温度４０℃にて４８時間乾燥し、イエロ
ートナー粒子１を得た。得られたイエロートナー粒子１の重量平均粒径（Ｄ４）をコール
ター・カウンターＭｕｌｔｉｓｉｚｅｒ３（ベックマン・コールター社製）で測定したと
ころ、６．２μｍであった。
【００７３】
　このイエロートナー粒子１を１００．０部に対し、ジメチルシリコーンオイルで表面処
理された疎水性シリカ微粉体１．０部（数平均一次粒子径：７ｎｍ）をヘンシェルミキサ
ー（三井鉱山社製）で１０分間乾式混合して、イエロートナー１を得た。イエロートナー
１のワックス相溶量は１．４質量％であった。
【００７４】
　＜マゼンタトナー１の製造例＞
　イエロートナー１の製造例において、添加する顔料をＣ．Ｉ．ピグメントレッド１２２
を３．０部及びＣ．Ｉ．ピグメントレッド１５０を２．０部に変更することを除いて、イ
エロートナー１の製造例と同様にしてマゼンタトナー１を製造した。
【００７５】
　＜シアントナー１の製造例＞
　イエロートナー１の製造例において、添加する顔料をＣ．Ｉ．ピグメントブルー１５：
３を５．０部に変更することを除いて、イエロートナー１の製造例と同様にしてシアント
ナー１を製造した。
【００７６】
　＜イエロートナー２乃至８、マゼンタトナー２乃至８、シアントナー２乃至８の製造例
＞
　イエロートナー１、マゼンタトナー１、シアントナー１の製造例において、添加するワ
ックスの種類や添加量を表１に示す組成に変更することを除いて、イエロートナー１、マ
ゼンタトナー１、シアントナー１の製造例と同様にしてイエロートナー２乃至８、マゼン
タトナー２乃至８、シアントナー２乃至８を製造した。得られたトナーの物性を表１に示
す。
【００７７】
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【表１】

【００７８】
　〔実施例１〕
　評価機としてＬＢＰ９６００Ｃ（キヤノン社製）を使用し、イエローカートリッジにイ
エロートナー１を、マゼンタカートリッジにマゼンタトナー１を、シアンカートリッジに
シアントナー２詰め替えた。常温常湿環境下（２５℃、５０％ＲＨ）において耐ホットオ
フセット性、耐ブリスター性、耐久性の評価を行った。前記評価機では、転写材上にイエ
ロー、マゼンタ及びシアンの３色のトナーを重ねた時に、最も定着器側のトナーはイエロ
ートナーになり、最も転写材側のトナーはシアントナーになる。評価結果を表２に示す。
なお、上記評価機のプリント速度はＡ４：３０枚／分である。
【００７９】
　（１）耐ホットオフセット性
　評価紙にはキヤノン社製Ｏｆｆｉｃｅ７０（坪量７０ｇ／ｍ2）を用い、トナーの載り
量０．８０ｍｇ／ｃｍ2（イエロー０．４０ｍｇ／ｃｍ2、マゼンタ０．２０ｍｇ／ｃｍ2

、シアン０．２０ｍｇ／ｃｍ2）で、２ｃｍ×２ｃｍ面積の画像を出力した。定着温調を
変化させながら、定着器通過時の評価紙の通紙方向後端部に、ホットオフセットが生じた
時点の定着温度を確認し、以下の評価基準に基づいて評価した。
Ａ：発生温度が２１０℃以上
Ｂ：発生温度が２００℃以上２１０℃未満
Ｃ：発生温度が１９０℃以上２００℃未満
Ｄ：発生温度が１９０℃未満
【００８０】
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　（２）耐ブリスター性
　評価紙にはＸｅｒｏｘ社製Ｂｕｓｉｎｅｓｓ４２００（坪量１０５ｇ／ｍ2）を用いた
。トナーの載り量を０．９０ｍｇ／ｃｍ2（イエロー０．４０ｍｇ／ｃｍ2、マゼンタ０．
１０ｍｇ／ｃｍ2、シアン０．４０ｍｇ／ｃｍ2）とし、５ｃｍ×５ｃｍ面積の画像を出力
した。定着温調を変化させながら、各温度で出力した画像を目視によりブリスター発生の
有無を確認し、以下の評価基準に基づいて評価した。
Ａ：発生温度が１６０℃未満
Ｂ：発生温度が１６０℃以上１７０℃未満
Ｃ：発生温度が１７０℃以上１８０℃未満
Ｄ：発生温度が１８０℃以上
【００８１】
　（３）耐久性（現像スジ）
　評価紙にはキヤノン社製Ｏｆｆｉｃｅ７０（坪量７０ｇ／ｍ2）を用い、５％の印字比
率の画像を７，０００枚印字した。印字後、評価紙の上部にイエロー、中央にマゼンタ、
下部にシアンが印刷され、各トナーの載り量が０．２０ｍｇ／ｃｍ2であるハーフトーン
画像を作成し、画像上及び現像ローラを目視で確認し、以下の評価基準に基づいて評価し
た。
Ａ：現像ローラ上にも、画像上にも、縦スジは見られない。
Ｂ：現像ローラ上に細かいスジが数本あるものの、画像上には、縦スジは見られない。
Ｃ：現像ローラ上にスジが数本あり、画像上にも細かいスジが数本見られる。
Ｄ：現像ローラ上及びハーフトーン画像上に多数本のスジが見られる。
【００８２】
　〔実施例２乃至７、比較例１及び２〕
　表２に示すトナー用いて、実施例１と同様の評価を行った。評価結果を表２に示す。
【００８３】
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